
行財政改革大綱実施計画

実績

収納率 H16 Ｈ17 H18 Ｈ19 H20 Ｈ21 H22

(現年度分)92.9 93.1 93.3 93.5 93.7 93.9 94.0

10月 4月 10月 4月 10月 4月 10月

重点項目番号 6 ②

２２－９６５９

健康福祉部　健康保険課

健康保険課長 内田　秀弘

２．担当課（執行する課）

５．担当課電話番号

番号

納税夜間休日窓口開設

４．責任者名（執行責任者）

６．対象等（なにを・だれを）

　８．成果（どうなるのか） 歳入の財源確保

平成18年度　　　4,686千円
平成19年度　　　9,373千円
平成20年度　　14,059千円

国民健康保険税収納率向上

平成２０年度平成１９年度

９．財政効果額（千円）（い
くら削減されるのか）

増額

28,118

千円

平成１８年度

１．実施事項名

３．現状・問題点・必
要性
（なぜやるのか）

７．実施する内容・目
標数値
（なにを、いつまで
に、どのようにやるの
か）
（集中改革プラン関
連項目については、
平成22年4月1日の
目標数値を合わせて
記載する。）

　
急速な高齢化の進展や生活習慣病の増加、また高度医療技術の進歩等により、医療費は年々増加傾向にありま
す。その一方で、長引く経済不況による離職者や年金生活者等負担能力の低い国民健康保険被保険者の増加が著
しい現状であり、国民健康保険の運営は極めて厳しい状況になっています。また、合併に伴う事務事業調整の結果、
平成１７年度から均一課税を行い保険税賦課料率の引下げを行ったため、収納率の低迷と相まって極めて厳しい財
政運営状況になっています。このような状況の中、税収を確保し、国民健康保険事業の運営安定化を図る必要があ
ります。

国民健康保険税の収納率の向上

納税啓発（広報いが市など）、口座振替の推進（納付書に口座振替依頼書を添付など）、納税夜間休日窓口開設、滞
納者に対する納付相談・電話催促・臨戸徴収、悪質滞納者に対する短期被保険者証・資格証明書の交付

目標

１０．目標を達成する
ための活動指標（全
体目標を達成するた
めに個別に実施する
項目　なにをどれだ

けやるのか）

指標名

納付相談・電話催促・臨戸徴収

55.0％

目標値 平成１７年度定義・算定式
１１．行程表（いつまでにやるのか）

５月・９月・３月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－５１－

口座振替の推進 H１６　５２．５％


